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大阪大学カーボンニュートラル連携機構の取り組み

Initiatives at the University of Osaka: The Organization for Carbon Neutrality Collaboration (OCNC)
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はじめに
　近年、人類が直面する地球規模課題の一つとして、
カーボンニュートラルの実現が挙げられる。気候変
動は単なる環境問題にとどまらず、経済、健康、社
会構造に至るまで広範な影響を及ぼしており、その
解決には科学技術の進展のみならず、社会全体の価
値観や行動変容を含む包括的な取り組みが不可欠で
ある。
　大阪大学はこれまで、産官学・社学連携を通じて
多様な社会課題の解決に取り組んできた。地球温暖
化緩和の分野でも太陽光発電やレーザー核融合等に
おいて顕著な研究成果を挙げてきた。しかしながら、
これまでは個々の研究者や研究グループの研究成果
が発信されることはあっても、この分野における大
阪大学全体のポテンシャルを学内外に示すことは必
ずしも十分ではなかった。また、カーボンニュート
ラルに向けたイノベーションにはさまざまな学術分
野による学際研究が重要であり、そのプラットフォ

ームを整備することが必要となる。
　このような背景を踏まえ、学内に蓄積された多様
な知の結集、研究者ネットワークの構築や分野横断
型の大型研究プロジェクトの企画・推進、さらには
産学官連携の強化を通じて、気候変動問題の解決に
資する本学の研究成果および研究ポテンシャルの発
信を強化することを目的として、大阪大学カーボン
ニュートラル連携機構（OCNC: Organization for Carbon 
Neutrality Collaboration）が2025年に設立された。
　本稿では、大阪大学カーボンニュートラル連携機
構とその取り組みについて紹介する。

大阪大学カーボンニュートラル連携機構の概要と構成
　大阪大学の特色は、活発な産学連携を基盤とした
社会実装能力の高さにある。本機構はこの強みを生
かし、産学連携を通じた社会実装・産業育成・問題
解決の推進と、カーボンニュートラル達成というビ
ジョンに基づく課題解決型研究を両輪とし、新たな
学術融合分野の創成を目指している。この考え方は、
いわゆるイノベーションのモード2モデルに基づい
ており、基礎研究の場（大学）と社会を同列において、
社会課題を研究者が発見し、問題を定義・構造化し
た上で、その解決の手段となり得るシーズを学際的
に抽出し研究開発を行うことで、社会課題の解決と
同時に総合知の獲得を目指している1）。
　このように本機構は、気候変動対策の研究開発と
社会実装を見据え、学内の関係研究者を課題別に結
集したトランスディシプリナリー（超領域）なプラッ
トフォームである。図1に示すように、カーボンニ
ュートラルに向けた研究分野を、大阪大学の強みを
考慮して「エネルギー供給」、「エネルギーマネジメ
ントデバイス」、「スマートシティ」、「スマートマニ
ュファクチャリング」、「バイオものづくりと食」、

「カーボンニュートラルを実現する社会システム」の
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6つのグループに区分し、執筆時点で計49名の研究
者が参画している。これらの研究者は特定の研究科
に限定されるものではなく、理工系から人文社会系
に至るまで大阪大学の複数部局にまたがって所属し
ている。このような構成により、分野横断的な連携
が促進されるとともに、個別技術の開発にとどまら
ず、制度設計や社会受容性を含めた幅広い課題に対
して体系的に取り組むことを可能としている。一方
でカーボンニュートラルに近い分野で活躍していて
も、グループのテーマから離れている教員が参加し
ていない点は今後の課題である。
　各グループの概要を以下に示す。なお、詳細につ
いてはOCNCのWebサイト2）を参照されたい。

エネルギー供給：レーザー核融合、水素・アンモニ
アの直接燃焼、洋上風力、次世代太陽電池などによ
る持続可能なエネルギー源の創出と高度利用

エネルギーマネジメントデバイス：CO2の資源化技
術、次世代蓄電池、人工光合成、GaNパワー半導体
などによるエネルギーの高効率利用と脱炭素化技術
の開発

スマートシティ：デジタルツインおよびAIを活用
したエネルギー需要推定手法の高度化、持続可能な
都市・交通システムに向けた大規模自律分散システ
ムの設計

スマートマニュファクチャリング：積層造形（3Dプ
リンティング）による新材料創製やCO2変換触媒の
開発、循環型社会の実現を見据えた製品ライフサイ
クル設計など、製造プロセスの脱炭素化および高度
化

バイオものづくりと食：微生物や酵素の機能を活用
したバイオ生産技術、廃棄物からの資源回収技術の
高度化、環境負荷低減を志向したアップサイクル食
品の開発

カーボンニュートラルを実現する社会システム：フ
ューチャー・デザイン、行動経済学、環境法などの
知見に加え、科学技術の倫理的・法的・社会的課題

（ELSI）の観点を踏まえたカーボンニュートラルに
向けた社会実装のあり方の検討

カーボンニュートラル連携機構の取り組み
　本機構におけるグリーンイノベーション分野の研
究および社会貢献のポテンシャルを対外的に発信す
ることを目的として、コングレスクエア グラング
リーン大阪でキックオフシンポジウムを開催した

（図2）。シンポジウムには学内外から約170名が参
加し、経済産業省からの基調講演、本機構の各研究

図 1　OCNC の研究体制

図２　キックオフシンポジウムの様子（左：下田機構長の講演、右：所属研究者によるポスター発表）
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グループの研究紹介に加え、所属研究者ほぼ全員に
よるポスター発表を実施し、参加者との間で活発な
議論および交流が行われた。現在は、研究グループ
ごとのミーティングを通じて、分野横断的な融合型
プロジェクトの創出やグループメンバーの拡大に向
けた検討を進めている。
　今後は、所属研究員に最新の地球温暖化政策の動
向など有益な情報を提供することを目的として、本
機構主催のセミナーやワークショップを定期的に開
催し、本学の関係諸機関と連携しながら研究活動の
活性化を図る予定である。

おわりに
　本稿では、カーボンニュートラル実現に向けた大
阪大学の取り組みとして、カーボンニュートラル連
携機構の概要およびその活動内容について紹介した。
　本機構は、大阪大学の強みを生かし、総合知と実
践力の創出および研究者間の連携強化を目的として
設立された組織であり、現在は研究グループ間のミ
ーティングを通じて連携の深化を図るとともに、セ
ミナーやワークショップの開催などを通じて学内外
の連携強化を進めている。

　今後は、カーボンニュートラルに関する研究・教
育の発展に加え、研究成果の社会発信および社会実
装の推進に取り組むとともに、学際的研究と社会連
携を通じてカーボンニュートラル社会の実現とグリ
ーンイノベーションを牽引する人材の育成を目指す。
さらに、学内外との連携を一層強化し、社会に貢献
する組織として発展するとともに、大阪から世界へ
最新の研究成果を発信する研究拠点としての役割を
果たすことを目指す。
　今後とも、本機構の活動に対する一層のご支援と
ご指導を賜りたい。
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